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1．本書の概要

　本書は山本雅代氏が2000年に国際基督教大学に

提出した博士号の学位論文を改定し、2001年に出

版されたものである。山本氏は日本における代表的

なバイリンガリズム研究者で、多数の著作を発表し

ている。1

　本書は大きく二つの調査から構成されている。前

半は日本在住の日本語母語話者と英語母語話者の国

際結婚家庭を対象に行った質問紙調査の結果を報告

し、後半は質問紙調査を行った家庭から選出した6

家族を対象に、2年後に行った追跡面接調査の結果

を報告している。

　前半の質問紙調査では国際結婚家庭における家庭

内言語使用の詳細を報告し、さらにそのデータの分

析から子どもの少数言語（英語）の使用に影響を及

ぼす要因を明らかにした。その結果、「一親一言

語」の原則が子どもの英語母語話者親への英語使用

を保証するものではないことが示され、むしろ英語

使用を促進するのには「少数言語への最大関与」の

原則が働いていることが示唆された。

　後半の追跡面接調査からは、各家庭が新たな子ど

もの誕生、子どもの就学、言語の習得や喪失、異な

る言語環境への転居、親子間の関係変化といった家

庭内のさまざまな動きに対応して、言語使用に変更

や調整を加えていることがわかった。

2．本書の構成

　本書の章立ては以下のとおりである。

Chapterl

Chapter2

Chapter3

Chapter4

Chapter5

Chapter6

Introduction

Studies　of　Bilingtialism　in　Interlingual

Families

Taxonomy　of　Interlingual　Families　Types

Objectives　and　Method　of　the　Present

Study

Findings

Conclusion

　本紹介文はChapter5を中心に、研究課題ごとに

紹介する。

3．研究1　質問紙調査

3．t質問紙調査の概要

　質問紙は個人または国際結婚家庭に関する機関の

協力を得て、1059家庭に郵便または手渡しで配布

した。期間は1996年4月から7月である。397家

庭から回答を得たが、基準を満たした有効回答は

118家庭だった。使用したデー一・一一タの基準は以下に示

す。

　条件1　日本在住

　条件2　一方の親の母語が日本語

　条件3他方の親の母語が英語

　条件4　一人以上の子どもがいる

　条件5　子どもの年齢は3歳以上

3．2家族背景

　家族の形態は約90％が核家族で、両親の年齢は

30代と40代が多く半数弱がこの世代だった。子ど

もの年齢は3歳から28歳と幅があるが、就学前幼

児と児童が約80％を占める。両親は単一国籍がほ

とんどであるのに対し、子どもは約90％が二重国

籍である。両親のうち父親が英語母語話者である場

合が多く約65％で、約60％の子どもが両親によっ

てバイリンガルであると判断された。
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3．3研究課題1－1

　家庭内で誰が、どの言語を、誰に使用するか

　言語使用の詳細については図1に示すため、以下

は分析によって得られた考察を述べる。

　日本語母語話者親と子どもの言語呼応率2（図1．

③と④）に対して英語母語話者親子どもの言語呼応

率（図1．⑤と⑥）は低いことがわかった。子どもは

主流社会の言語の影響を受けやすいと言える。

　子どもが英語母語話者親に英語で話すケースは日

本語母語話者親が子どもに英語または二言語で話す

場合に多い。つまり子どもから英語母語話者親への

英語使用には「少数言語への最大関与」の原則が働

いており、「一親…言語」の原則は必ずしも子ども

の少数言語使用を保証しないことが示唆された。

日本語のみが最も多い

日本語

母語話者親

①

②

英語

母語話者親

過半数が

二言語使

用だが、

日本語の

みも4割

強

③
④

約半数が

二言語併

用だが日

本語のみ

も4割強

英語のみが約半数

英語使用

が過半数

⑤

⑥

二言語併

用4割
強、英語

のみ4割

強

子ども1 子ども2

約半数が二言語併用だが日本

語のみも4割強

図1　研究課題1－1結果

3．4研究課題1－2

　子どもはどのような状況で英語母語話者親に英

語を話すか

　GoldVarb　Programを使用しvariable－rule　analysis

「変数規則分析」3を行った結果、子どもの英語

使用に関する5つの要因グループを抽出した。抽

出した要因は以下に示す。1．両親から子どもへ

の言語使用、2．子どもから日本語母語話者親へ

の言語使用、3．兄弟間の言語使用、4，バイリン

ガリズムに対する親の認識、5．子どものバイリ

ンガル教育に対する親の取組みである。この要因

から三つの仮説をたてた。各仮説の分析にはカイ

ニ乗分析を使用した。分析結果は表1に示す。

　仮説1、3については5％水準で有意差が認め

られたが、仮説2では有意差が認められなかった。
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表1研究課題1－2結果

塗灘
葦ぞ歓． 搬麟

噂1ぐ　“

1．授業言語が英語の学

校に在籍する子ども ○

は、その他の学校に在 英語〉その

籍する子どもより英語 他言語

で話す
子どもは
ﾇのよう 2．英語母語話者の親が

な状況で 男性の場合に比べて、
×

英語母語

b者の親

英語母語話者の親が女

ｫの場合、子どもはそ
女性≒男性

に英語で の親により英語で話す

話すか 3．兄弟がいる場合、年 ○

少の子どもは年長の子 一人っ子〉

ども、または一人っ子 兄弟有

の子どもより、英語で 兄／姉〉弟／

話すことが少ない 妹

LUk（1986）、　Lyon（1996）は、バイリンガル児は家庭

内で母親の母語を話す傾向があると報告している

が、本書では両親の性別の差は子どもの英語使用

と関連がないことがわかった。

4．研究2　追跡面接調査

4．1面接調査の概要4

　質問紙調査を行ったll9家庭から親子間の言語

使用パターンが明確な6家族を選び面接調査を行

った。調査の時期は質問紙調査の2年後の1998

年の春から夏にかけてである。対象となった6家

族の親子間言語使用パターンは表2にまとめ、傾

向は図2に示す。

表2　6家族の親子間言語使用パターン

（Yamamoto（2001），　104，　Table5．5　Subject　families　of　the

follow－up　interviewsより出版社、著者の許諾を得て転

載）　日（日本語）英（英語）

　縛塾　猪
剴蛛@　　～　寒

E♪葉轟
@日誰 日

鼠日

英

日 日 英

ヨ　掃

英 英 英

、　蕪　日㍑轟

日 英 英

図2　6家族の言語使用傾向

　面接の質問項目は本書に明記されていないが、

質問紙調査の項目を中心に2年間で変化があった

点とその理由を中心に質問したと考えられる。

　本紹介文では紙幅の都合上、6家族に対する結

果のうち、言語使用パターンが対照的な日本語志

向が強い家族M、英語志向が強い家族Gの2家

族を取り上げることにする。

4．2．1結果

　家族Mの言語使用状況は図3に、結果は表3

にまとめた。家族Mの家庭内言語は日本語で統

一されている。

　家族Gの言語使用状況は図4に、結果は表4

にまとめた。家族Gの家庭内言語は英語で統一

されている。

日本語

父臼本語 母英語

日本語

日本語

日本語

日本語

長男（16）　　　次男（14）　　　長女（ll）

日本語

oは子どもの年齢を表す

　　　　図3　家族Mの言語使用状況

（Y㎞amoto（2001），105，　Figure5．30　Language　use　in㎞ily－M

at　the　time　of　the　questionnaireより出版社、著者の許諾を

得て転載）
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表3家族Mの結果

日本語モノリン

ガル。子どもの

教育は母親に任
せきり。

アメリカ人。日本生まれ。軍人の

父親を持つため、幼少から日米を

頻繁に移動。日本語の会話は流暢
だが、読み書きは苦手。

日本の公立校に在籍。母親の評価では3人ともモノリ

ンガル。長男、次男は以前にインターナショナルスク

ールに通っていたことがあり、当時は英語も流暢だっ

た。しかしインターナショナルスクールの校長が日本

人に対して潮lj的だったため、母親は日本の公立校へ
長男，次男を転校させた。

英語
父日本語 母英語

英語

英語

英語

英語

⊂i麺コ　　〔亜コ

英語

oは子どもの年齢を表す

　　　　　図4　家族Gの言語使用状況

（Yamamoto（2001），111，Figure　5，32　Language　use　in　family－G

at　thc　time　of　the　questionnaireより出版社、著者の許諾を

得て転載）

4．2．2考察

　追跡面接調査からは質問紙調査では明らかにで

きなかった各家庭のさまざまな側面が明らかにな

った。両親の両言語能力、英語リソースへのアク

セスの可否、両親のバイリンガル教育に対する認

識、家族構成員の個性などは各家庭によって異な

っている。

表4　家族Gの結果

母語話者並み
ではないが、

家庭内の会話

には困らない

程度の英語
力。

イギリス出身。英語教師。日本

　　フランス語、ドイツ語を話
す。日本語も流暢だが、子どもを

産出型バイリンガルにするため
に、家庭ではあまり日本語を理解

できないふりをしている。

英語のみを使用しているが、最近子ども同士が日本

語で会話をするようになってきた。

英語力の伸張のため、毎年夏休みはイギリスに滞在

し、子どもを現地のサッカースクールに入れてい
る。母親はバイリンガル教育に熱心で、バイリンガ

ルに関する専門書を読んでバイリンガル児が自然発

達するものではないということや、その多様性につ

いて学んだ。子どもの進学により言語移行が起こ

り、彼らの話が理解できなくなることを恐れてい

る。また子どもたちが国際児であるというアイデン

ティティーの問題からも英語教育を重視している。

子どもが学校でいじめにあったことからイギリスへ

の移住も考えている。英語教育に熱心である一方

で、子どもが自分の与えたプレッシャーにより英語

を話さなくなることも恐れている。

　家庭での言語選択に関して意識的である家族も

あれば、自然な流れに任せている家族もある。い

ずれにしても家庭生活の変化や、子どもの成長に

即して家庭内言語は動的に変化していることがわ

かった。

　子どもと両親の問で日本語のみを使用している

家族では、共通する両親の言語教育観がみられた。

幼少期にはまず一つの言語をしっかりと身につけ

るべきだという立場である。このような教育観を

持つ両親は、バイリンガル教育によって子どもが

混乱したり、言語発達が遅れたりすることを危惧

している。

　また兄弟間で英語能力が異なるということも報

告された。年少の子どもは年長の子どもに比べて

日本語志向が強いことが言及されている。

　全ての家族に共通する点は、両親が子どもにど

ちらか一つの言語を話すことを強制しないという
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ことである。子どもにとって一番大切なのは、自

分の好きな言語で、家族とくつろいだ意味のある

会話をすることであると考えられている。英語教

育に熱心な家族Gの母親もこの点では共通して

おり、自分が英語を強いることによって子どもが

問題を抱えた場合は英語を話すことをやめるつも

りであると述べている。

5．終わりに

　本書は質問紙調査で国際結婚家庭の言語使用状

況と少数言語使用に関する要因を明らかにし、面

接調査では家庭内言語使用の動的な側面を明らか

にした。

　子どもの少数言語使用について「少数言語への

最大関与」の原則が働いていることを示した点で、

本書は子どもの少数言語の使用をどう確保するか

という問題に一つの有意義な示唆を与えている。

　またバイリンガリズムの多様な側面を、量的研

究、質的研究の両方を用いて明らかにした点にも

注目したい。今後は量的研究から得られた知見と

質的研究から得られた知見をどう統合して整合性

のあるモデルを構築するか、さらなる研究方法の

洗練が求められる。

　今後の課題としては、子どもの言語使用だけで

なく、両言語能力の質を明らかにしていくことが

考えられる。

　面接調査では「自分の母語で子どもに語りかけ

たい」という親の声があったが、「少数言語への

最大関与」による子育てが子どもの情意面や親子

関係にどのような影響を与えているかを明らかに

していくことも必要だろう。

　グロバリゼーションが進む現代において、国際

結婚は今後ますます増えていくと考えられるが、

両親の母語が異なる家庭では子どもの言語教育は

重要な問題である。特に日本のように多数派言語

が非常に強い環境では、子どもの少数言語を保持、

育成することは難しい。

　多言語環境に生きる子どもと家族の問題はいま

だ未解決点も多い。本書のように有意義な示唆を

与える研究が今後盛んに行われていくことに期待

したい。

注

1．稿末資料に代表的著作の情報を記した。

2．言語呼応率とは話者間の言語一一致率のことである。

3，訳語は本紹介文筆者による。

4．面接データの分析方法は不明。

むらなか　まさご／お茶の水女子大学大学院　日本語教育コース

salutmasako＠ao1．com

稿末資料1

山本雅代（1991）『バイリンガル：その実像と問題点』大修館書店

山本雅代（1996）『バイリンガルはどのようにして言語を習得するのか』明石書店

Yamamoto，　M（2001）Japanese　attitudes　towards　bilingualism：A　survey－amd　its　implications，　Studies　in　Japanese

　　　Biling〃alism，　Multilingual　Matters，24－44．

Yamamoto，　M．（2005）What　makes　who　choose　what　languages　to　whom？：Language　use　in　Japanese－Filipino

　　　Interlingual　families　in　Japan，　International　Journa1　ofBilingual　Education　and　Bilingualism，8（6），　Multilingual

　　　Matters，588－606，

一93一


